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環境科学研究所の概要 

1 沿革 

名古屋市環境科学研究所は，本市における公害の専門的

調査研究を行うため，昭和46年公害研究所として発足し，

その後，平成4年4月現在の名称に変更した．なお，昭和

53年9月からは現在地の名古屋市南区へ移転し業務を行っ

ている．また，平成13年4月から，ダイオキシン分析研究

センター（名古屋市守山区，なごやサイエンスパーク，先

端技術連携リサーチセンター内）でダイオキシン分析業務

を実施したが，平成22年3月に終了した． 

調査研究の対象は，大気汚染，水質汚濁，騒音振動等公

害の各分野における実態把握とその原因究明をはじめ，分

析手法開発，環境改善技術，廃棄物処理技術などで，広く

環境保全に関する調査研究に努めている． 

2 職員配置数 

・所長1名 

・事務係 

 係長1名，主事3名，運転士（嘱託員）1名 

・大気騒音部 

 部長1名，主任研究員2名，研究員6名，研究員 

（再任用）1名 

・水質部 

 主任研究員3名，研究員6名，研究員（嘱託員）1名 

(平成23年4月1日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 事務分掌 

事務係 

(1) 庶務及び経理に関すること． 

(2) 研究所の運営及び管理に関すること． 

(3) 研究所の将来計画に関すること． 

(4) 他部の主管に属しないこと． 

 

大気騒音部 

(1) 大気の汚染，騒音，振動及び悪臭（以下「大気汚染

等」という）並びに環境の保全に係る調査研究に関

すること．（水質部の主管に属するものを除く） 

(2) 大気汚染等の測定及び試験検査に関すること． 

(3) 大気汚染等に係る分析方法及び防止技術等の研究に

関すること． 

(4) 大気汚染等の防止等の技術指導に関すること． 

 

水質部 

(1) 水質の汚濁，土壌の汚染及び地盤の沈下（以下「水

質の汚濁等」という）並びに環境（水質，土壌及び

地盤に係るものに限る）の保全に係る調査研究に関

すること． 

(2) 水質の汚濁等の測定及び試験検査に関すること． 

(3) 水質の汚濁等に係る分析方法及び防止技術等の研究

に関すること． 

(4) 水質の汚濁等の防止等の技術指導に関すること． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 
 

業   務

1 大気騒音部 

(1) 大気 

名古屋市の平成22年度の大気環境について，二酸化硫黄

（SO2）と一酸化炭素（CO）は環境基準を達成しており，そ

の濃度が環境基準を大幅に下回っているのに対して，光化学

オキシダントは全測定局で環境基準が達成されない状況が

続いている．浮遊粒子状物質（SPM）と二酸化窒素（NO2）

は全市平均濃度が 21年度と比べ横ばいであったが，全局で

環境基準を達成した．有害大気汚染物質として環境基準が定

められているベンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロ

エチレン，ジクロロメタンの4物質については，いずれも環

境基準を達成している． 

大気環境部門では大気汚染防止法および条例等に基づく

規制指導に伴う業務として，規制対象施設のばい煙測定や燃

料中の硫黄分測定，アスベスト濃度調査，および苦情による

悪臭調査や粉じん調査を実施した． 

大気汚染の常時監視に伴う業務としては，有害大気汚染

物質（19 物質）やアスベストの環境濃度を把握するための

調査を実施した． 

実態調査では，広域的な環境問題の一つである酸性降下

物の調査，未規制有害大気汚染物質の監視調査および風環境

の調査を実施した．また，環境省からの委託を受け，有害化

学物質を対象とした環境調査を実施した． 

調査研究としては，「生産・販売に伴うCO
２

排出量に関

する研究」，「廃食用油のバイオディーゼル燃料化モデル

事業の LCA 手法による環境影響評価の推計」，「光化学反

応による大気汚染機構の解明に関する研究」，「特異的大

気粉塵高濃度時の変異原性に関する研究」，「大気粉じん

中の炭素成分の発生源推定に関する研究」，｢PM2.5中の成

分と健康影響に関する研究｣，｢緑化によるヒートアイラン

ド緩和効果の評価に関する研究｣の 7件を実施した． 

規制指導に伴う調査 

真空フラスコ法によるNOx濃度調査 

名古屋市環境保全条例による窒素酸化物総量規制の適用

を受ける工場・事業場について，真空フラスコ法により 23

工場・事業場，45検体の窒素酸化物濃度を測定した． 

 

燃料抜き取り調査 

大気汚染防止法及び県民の生活環境の保全等に関する

条例に定めるばい煙発生施設を設置する工場・事業場の液体

燃料99検体について硫黄分を測定した． 

建築物吹付け材中のアスベスト分析 

研究所に搬入された吹き付け材等 1 検体についてアス

ベストの定性分析を行った．またアスベスト含有が確認さ

れた1検体について定量分析を行い含有量を求めた． 

解体現場の周辺アスベスト濃度調査 

建築物解体等工事現場21ヵ所39地点で大気中のアスベ

スト濃度を測定した． 

揮発性有機化合物排出基準適合調査 

大気汚染防止法に基づく揮発性有機化合物(VOC)を取り

扱う2事業場で，排出口における濃度を12検体について測

定した． 

苦情・その他による調査 

港区における粉じんの苦情等により降下ばいじん量や重

金属類，ガス成分等8件の測定を行った． 

また，悪臭物質の調査として，化製場等について 7件の

測定を行った． 

常時監視 

アスベスト環境監視調査 

 環境中のアスベスト濃度を監視するために，市内8地点

において，各地点について年2回2ヵ所で3日間測定した． 

有害大気汚染物質モニタリング調査 

大気汚染防止法に基づき，有害大気汚染物質の優先取組

物質 22物質中の 19物質について，毎月 1回 5地点で，24

時間採取して測定した． 

実態調査 

PM2.5実態調査 

平成 21年 9 月に環境基準が設定された PM2.5（粒径 2.5

μm 以下の大気中微小粒子）について，市内 3 地点で季節

毎に調査を行った．調査項目は，重量濃度，イオン成分，炭

素成分，金属である． 

未規制有害物質監視調査 

重点調査として，エチルベンゼン，キシレン類，スチレ
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ン，トルエン，1,3,5-トリメチルベンゼン，プロピレンオキ

シドの6物質について，有害大気汚染物質モニタリング調査

と同じく，毎月1回5地点で24時間採取して測定した． 

また基本調査として，フタル酸エステル類 16物質につい

て，有害大気汚染物質モニタリング調査と同じ5地点におい

て，四季にそれぞれ連続3日間採取して測定した． 

化学物質環境実態調査（環境省委託） 

初期環境調査（大気系）として，trans-クロトンアルデヒ

ド，フタル酸n-ブチル=ベンジルについて，平和公園で連続

3 日間測定した．また，ε-カプロラクタムについて，同地

点で連続3日間の試料採取を行った．  

詳細環境調査（大気系）として，メチレンビス(4,1-シク

ロヘキシレン)=ジイソシアネートについて，同地点で連続3

日間測定した．また，4,4’-ジアミノジフェニルメタンにつ

いて，連続3日間の試料採取を行った． 

モニタリング調査（大気系）として，ミドルボリュームエ

アサンプラーでPCB，DDT類など29物質群について１週間，

また，ローボリュームエアサンプラーで N,N’-ジフェニル

-p-フェニレンジアミン類3物質について連続3日間，それ

ぞれ同地点で試料採取を行った． 

酸性降下物調査 

市内１地点で調査を実施し，雨水捕集装置により，湿性

降下物を 1 週間毎に捕集した．分析項目は，pH，導電率，

SO4
2-
，NO3

-
はじめ11項目とろ過残さである．総検体数で52，

測定数480について調査した． 

また，乾性沈着物についてフィルターパック法による測

定を実施した． 

風環境等実態調査 

風や緑地などによるヒートアイランド対策の可能性を

探るため，沿岸部，河川周辺，緑地などにおける風，気

温の状況を調査した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 騒音・振動 

名古屋市域の道路騒音（平成 22年度）は，定期監視 15

地点で自動車騒音の測定を行ったところ，昼間の基準達成率

は90％，夜間の達成率は84％であり，昼間夜間共に15地点

中全地点で要請限度を達成した． 

一方，新幹線鉄道騒音は，平成 22 年度は前年度に引き

続き全地点で環境基準を達成した．また，新幹線鉄道振動

は全地点で指針値以下となっている． 

規制に関する業務として，騒音・振動部門では，工場周

辺の低周波音の測定を実施した．騒音監視としては，幹線道

路沿道地域において騒音を1週間連続測定し，環境基準の適

合状況を調査した．また，新幹線鉄道沿線の騒音，振動を測

定し，環境基準や指針値との適合状況を調査した． 

委託を受けた調査として，高速道路における排水性舗装

の特性を分析し基礎資料を得る目的で騒音調査を実施した． 

調査研究としては「環境騒音・自動車騒音測定における

異常値の影響を取り除く方法に関する研究」，「高架道路・高

架鉄道からの水平振動に関する調査」を実施した． 

規制指導に伴う調査 

苦情に基づき工場周辺の低周波音を測定分析した． 

騒音定期監視 

幹線道路沿道15地点において，道路交通騒音（LAeqやLA50

など）を一週間連続測定した．   

平成22年度から23年度にかけて，実態監視として新幹

線鉄道及び在来鉄道騒音振動調査の関係保健所による多数

地点での測定が実施されており，測定地点の選定や測定方法

の検討等に参加した． 

新幹線鉄道沿線 6地点（参考地点を含む）において鉄道

騒音，振動，速度などを測定した． 

受託調査 

名古屋高速道路の騒音調査 

（名古屋高速道路公社委託） 

名古屋高速道路の排水性舗装の経年劣化等その特性を分

析し，基礎資料を得るために排水性舗装上を走行する車両の

騒音測定を実施した． 

平成 22 年度は走行車両の騒音パワーレベルに加えて路

面透水性能を把握して経年変化の傾向を報告した． 
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2 水質部 

名古屋市の河川・海域の水質の状況は，生活環境項目の

BOD，CODでみると，ここ10年間は，堀川，新川等で改

善傾向が見られ，その他の河川では概ね横ばいで推移した．

海域についても，多少の変動はあるものの概ね横ばいで推

移している．健康項目については，荒子川で 1,2-ジクロロ

エタンが環境基準を達成しなかったことを除き，すべて達

成している． 

平成22年度の水質部の業務は，法・条例に基づく規制指

導に伴う測定業務や常時監視及び各種実態調査を継続的に

実施するとともに，「河川におけるVOC浄化技術の研究」，

「残留性有機汚染物質に関する調査研究」，「地球温

暖化がもたらす海域の水質変化とその適応策に関する研

究」，「富栄養化河川における生態系の持続的管理手法に

関する研究」，「水辺地域の生物の多様性に関する研究」，

「生物多様性の保全に関する研究（市内希少生物種の保

全）」の6件の調査研究を実施した． 

規制指導に伴う調査 

排水基準監視事業 

水質汚濁防止法に定める特定事業場（日排水量400m３

以

上の事業場，有害物質使用事業場，その他の事業場）の排

出水について，排水基準及び特定地下浸透水の浸透制限の

遵守状況等を把握するための調査をした．123 事業場につ

いて，延べ1101項目を分析した． 

小規模特定事業場監視指導事業 

水質汚濁防止法に定める特定事業場のうち，生活環境項

目の排水基準が適用されない小規模事業場の排出水の

COD・窒素・リンについて，指導基準の適合状況を把握す

るための調査をした．15事業場について，延べ 46項目を

分析した． 

総量規制基準監視事業 

水質汚濁防止法に定める指定地域内事業場(日排水量

50m３

以上 400m３

未満)のうち汚濁負荷量の多い事業場の排

出水のCOD・窒素・リンについて，総量規制基準の遵守状

況を把握するため調査をした．また，日排水量400m３

以上

の指定地域内事業場のうち，UV 計，COD計設置事業場に

ついて，自動計測器の換算式による COD 値の適合性につ

いて調査した．50事業場について，延べ150項目を分析し

た． 

死魚･油流出事件のための調査 

公共用水域での死魚事件の原因解明のために，12件（中

川運河7件，堀川2件，荒子川，扇川，守山川，各1件），

32（水17，魚15）試料についてpH，COD，溶存酸素，残

留塩素，シアン，6 価クロム，急性毒性，魚体観察等延べ

132項目を分析した． 

また，平成22年度の油流出事件は3件であった． 

苦情・事故・その他による調査 

公共用水域における水質汚濁に係る苦情や汚染事故によ

る調査として以下の分析を行った． 

排水監視事業で協定値超過による排水検査として2件，2

試料について，COD，窒素など5項目を，排水処理過程ト

ラブルに伴う水質調査として 3件，4試料について，シア

ン，カドミウム，六価クロムなど延べ14項目を分析した． 

また，通報等で判明した河川や水路の汚濁や池の着色・

異臭などの原因究明調査として，4件の水質及び底質13試

料について，pH，COD，溶存酸素，ヨウ素消費量，硫化物，

溶解性鉄など延べ147項目を分析したほか，プランクトン

群集の特定などを行った． 

水辺保全及び生物多様性に係る調査では1件2試料につ

いて，BOD，COD，SSなど6項目を分析した． 

平成 22年度は，この他も含め 13件，45試料について，

延べ241項目を分析した． 

土壌・地下水汚染調査 

土壌・地下水汚染が発見された際に汚染状況を把握する

ため，発端井戸および周辺井戸の地下水調査を実施した．

条例に基づいて判明した汚染では，7件，20地点の井戸に

ついて，ベンゼンやヒ素，フッ素など延べ21項目を分析し

た． 

また，荒子川の水質汚濁に係る追跡調査として，観測井

戸を含む3地点について，1,2-ジクロロエタンなどVOC延

べ168項目を分析した． 

平成22年度は15件，41試料について延べ189項目を分

析した． 

 

常時監視 

市内公共用水域の水質状況を把握するために,法令に基

づき，水質では河川，海域の14地点について，生活環境項

目（ふん便性大腸菌群数 ）延べ36項目，健康項目（カド

ミウム, 鉛, 全シアン, 六価クロム, ヒ素，総水銀, PCB，1,2-

ジクロロエタン, トリクロロエチレン, テトラクロロエチ

レン, チウラム, シマジン, セレン, ふっ素, ホウ素, 他 11

項目）の延べ822項目, 要監視項目（ニッケル, モリブデン, 

アンチモン, ホルムアルデヒド, 全マンガン）延べ49項目, 

特殊項目（フェノール類, 銅, 鉄, マンガン, クロム）延べ

40項目, その他項目（アンモニア性窒素, 亜硝酸性窒素, 硝

酸性窒素, オルトリン酸態燐, 塩化物イオン, 陰イオン界

面活性剤, クロロフィルa，他3項目）延べ484項目の調査

を行った．平成22年度は荒子川（ポンプ所）において, 1,2-

ジクロロエタンが環境基準値を超過した．底質では2地点
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で, 一般項目（強熱減量, 酸化還元電位, 粒度分布, 全硫

化物, COD, 他6項目）延べ22項目, 健康項目（カドミウ

ム, 全シアン, 鉛, ヒ素, 総水銀, アルキル水銀, PCB）延

べ 14 項目, 特殊項目（フェノール類, 銅, 亜鉛, クロム, 

全窒素, 全リン）延べ12項目の調査を行った．また，外部

委託にともなう精度管理業務として，クロスチェックを生

活環境項目9項目に対し，年1回実施した． 

 

実態調査 

底質環境調査 

大江川河口2地点及び七･八号地間運河2地点において水

銀，PCBの底質汚染状況の調査を行った．全地点で，底質

暫定除去基準値を下回っていた． 

 

化学物質環境汚染実態調査（環境省委託） 

1)分析法開発 （水質系） 

1,2,5,6,9,10-ヘキサブロモシクロドデカン（臭素系難燃剤）

の分析法をLC/MS/MSを用いて開発した．試料前処理法や

LC/MS/MSの条件を検討した．また，1,5,9-シクロドデカト

リエン（合成繊維原料可塑剤）の分析法を GC/MSを用い

て開発した．試料前処理法やGC/MSの条件を検討した． 

2)初期・詳細環境調査（水質・底質) 

ジエチルスチルベストロール（医薬品）について港新橋

の左岸，中央，右岸の水質を試料として分析した．分析は

LC/MS/MS法で行った． 

また，ペルフルオロドデカン酸，ペルフルオロテトラデ

カン酸，ペルフルオロヘキサデカン酸について，同じく港

新橋で水質試料を，N,N-ジシクロヘキシル-1,3-ベンゾチア

ゾール-2-スルフェンアミド，2,2’,6,6’-テトラ-tert-ブチル

-4,4’-メチレンジフェノール，4-(1,1,3,3-テトラメチルブチ

ル)フェノールについて，底質試料を採取した． 

3)モニタリング調査（生物） 

 残留性有機汚染物質等 27 物質の環境中濃度をモニタリ

ングするため, 名古屋港高潮防波堤にてボラを25匹採取し

た． 

 

水質未規制有害物質調査 

環境ホルモン（内分泌攪乱化学物質）等による公共用水

域の水質，底質，付着生物等の汚染状況の実態を把握する

ため，ビスフェノール A，TBT，TPT，ベンツ(a)ピレンの

4項目について，市内水域6地点の底質，4地点の水質，1

地点の付着生物の延べ21項目の汚染状況を調査した． 

魚介類中に含まれる重金属等の実態調査 

名古屋港および名古屋市内9河川9地点において，生息

する魚介類の種類と，そこに含有する有害物質（総水銀，

ヒ素，ディルドリン，クロルデン，シスヘプタクロルエポ

キサイド）を調査した． 

 

受託調査 

市内河川水質調査（緑政土木局委託） 

市内河川の水質を把握するために，1 年を通し定期的に

調査を行った．調査は市内 18河川の 30地点について年 6

回行った．分析は pH，DO，COD，BOD，大腸菌群数等

17項目について行った． 

また，荒子川と中川運河の水質調査を実施した． 

ため池水質調査（緑政土木局委託） 

本市の北部及び東部丘陵地帯にある主要な 24 のため池

の水質を把握するために，年 4 回(四季毎)水質調査を行っ

た．pH，BOD，COD，全窒素, 全リン，クロロフィル等

14項目の調査をした． 

 

堀川モニタリング調査（緑政土木局委託） 

庄内川水系堀川水環境改善緊急行動計画による水環境改

善効果を追跡・確認するためのモニタリング調査を実施し

た．調査は毎月1回（10月，11月のみ月2回）の定期水質

調査（14地点，内 10地点については上下層，分析項目は

BOD，COD，SS，全窒素, 全リン，クロロフィル等）を実

施した． 

植物から抽出したバイオ燃料の組成調査（市民経済

局委託） 

再生可能なエネルギー資源としてのバイオ燃料の特性を

明らかにするために，植物抽出油の成分組成を調査した．

脂質含有量や飽和脂肪酸量など4項目を実施した． 

 

その他 

水辺の生き物観察教室研修会 

保健所の水辺の生き物観察教室担当職員の研修に職員を

講師として派遣した． 

 

ダイオキシン類調査に係る精度管理 

ダイオキシン類調査の外部委託化に伴い，調査結果の精

度管理を実施した．対象は，大気が4地点（年4回），水質

が7河川及び3海域（年2回），底質が7河川及び3海域（年

1回），魚類が1海域（年1回），地下水が4地点（年1回），

土壌が4地点（年1回），排出ガスが10施設（年1回），排

出水が1排水口（年1回）であった． 

 

 

 

 



- 6 - 
 

3 調査研究 

生産・販売に伴うＣＯ
２
排出量に関する研究 

［期間］平成20～25年度 

［目的］二酸化炭素（CO
２

）は地球温暖化の主要な原因物

質であり，CO
２

排出量を削減するためには，事業者はもと

より市民の協力が不可欠である．この調査研究は，LCA(ラ

イフサイクルアセスメント)手法を用いて CO
２

排出量を算

出し，商品への表示等により「見える化」を行い，市民が

買い物時に，環境負荷のより少ない商品を選択する方向へ

誘導し，買い物行動の変革を促すことを目的とする． 

［内容］この研究は，JST（科学技術振興機構）の「名古

屋発！低炭素買い物・販売・生産システムの実現」研究プ

ロジェクトの一環として行うものである． 

平成22年度は，前年度に引き続きLCA 手法を用いて，

青果物の生産から輸送段階までの CO
２

排出量を，野菜 14

品目及び果物10品目についてより精密に算出した．また，

商品の露地物・ハウス物や産地の変化，再生可能エネルギ

ーへの転換等のシナリオ別に，CO
２

排出削減量を求めた．

また，実際の店舗で社会実験を実施し，消費者の買い物行

動の変革について調査を行った． 

 

廃食用油のバイオディーゼル燃料化モデル事業の

LCA手法による環境影響評価の推計 

[期間] 平成21～22年度 

[目的] 資源化推進室が実施するバイオディーゼル燃 

料化モデル事業において，燃料転換に伴う環境負荷の低

減を試算する． 

[内容] この調査研究では，家庭から出る廃食用油から 

バイオディーゼル燃料（BDF）を精製し，ゴミ収集車の

燃料として利用した場合，回収されてからリサイクルさ

れ，実際に使用されるまでに CO
２

をどのくらい排出する

のかについて調査した(ライフサイクルアセスメント；

LCA)． 

その後，元々の燃料である軽油をそのまま使用した場 

合と比べることにより，廃食用油をリサイクルした際の

環境への影響を評価した． 

その結果，軽油をそのまま利用した場合と比べて，廃 

食用油を BDF としてリサイクルした場合，60～80%の大

幅な CO
２

排出量の削減効果が見込まれることが分かった． 

また，研究結果について次の発表を行った． 

1) 中島寛則：家庭系廃食用油のバイオディーゼル燃料化

モデル事業におけるLCA手法を用いたCO
２

排出量の推計，

名古屋市環境科学研究所報，40，15-18(2010) 

 

光化学反応による大気汚染機構の解明に関する研究 

［期間］平成22～23年度 

［目的］近年，中国大陸等からの NOx排出量等の増大を

背景とする越境大気汚染の進展を主因として，光化学オ

キシダント（Ox）濃度は全国的に上昇傾向にあり，名古

屋市でも平成 18 年度に 19 年ぶりに光化学スモッグ注意

報が発令される等，ここ数年で Ox 濃度が上昇している．

また，微小粒子状物質（PM2.5）による，肺がん等をはじ

めとする健康影響もかねてより懸念されている状況にあ

り，2009年9月に環境基準が告示された．PM2.5の発生過

程は複雑かつ多様で，濃度と組成の地域的・季節的変動

が大きいことから，その複雑な地域毎の発生機構を解明

し，かつPM2.5の発生源寄与率を定量的に評価して，名古

屋市の Oxと PM2.5についての大気汚染対策に活用するこ

とを目的とする． 

［内容］Ox については，地域的な排出構造の変化，中国

等における大気汚染物質排出量の増加，気象の変化等が，

濃度増加要因として挙げられるが，その詳細は依然未解

明であり，早急に濃度増加要因を解明し，有効な対策を

講じる必要がある．PM2.5についても，その複雑かつ多様

な発生機構は未解明であり，その発生源寄与率等を定量

的に評価し，有効な対策を講じる必要がある．PM2.5とOx

は共に高い地域依存性を持つと同時に，広域越境汚染の

影響も受けるため，全国と地域の両方の視点からの調査

研究の進展が望ましい．従って本調査研究の一部は，国

立環境研究所・地方環境研究所との連携による共同研究

である． 

 OxやSPM・PM2.5等の長期的な経年変動や，短期的な高

濃度出現に関与している，都市大気中の二次生成物質（ガ

ス状・粒子状）について調査・解析を行い，その生成要因

等について，気象データ等も含めた総合的な解析を行う．

PM2.5については種々の成分分析も行い，VOCについても

数十種の光化学反応活性物質について，短時間サンプリン

グによる測定を行う． 

 ①常時測定時間値データや PM2.5測定データのデータベ

ース化と解析，②粒子成分や VOC 成分の測定と解析，③

PM2.5や光化学Oxの測定法に関する検討，④モデル解析等

による発生源寄与率評価の検討等を実施して，PM2.5とOx

の排出実態を解明し，発生源寄与率を評価する． 

 

特異的大気粉塵高濃度時の変異原性に関する研究 

［期間］平成21～23年度 

［目的］黄砂の飛来や光化学スモッグ発生等により，特異
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的に大気粉塵の濃度上昇が引き起こされている事例が近年

注目され，その健康影響に関心が集まっている．黄砂や光

化学スモッグは特定の地域に留まらず，広域に広がること

から，大学，国立研究機関，地方環境研等のネットワーク

を駆使し，全国的な傾向，全国各地と比較した名古屋の実

態を把握することを目的とした． 

［内容］黄砂期を含め，毎月数検体の大気粉塵の採取を行

った．試料に関して，成分分析，変異原試験を行った．なお

一部は，大学，国立環境研究所との共同研究である． 

 平成 22年度は，黄砂飛来時期は平日毎日，また他の季節

に関しては，毎月4検体の大気粉塵を採取した．全国十数地

点の試料（一月約4試料ずつ12ヶ月分）について炭素分析

を行った．また一部，ガス状物質の採取も行った． 

研究結果の発表は以下のとおりである． 

1) 中島大介，影山志保，鎌田亮，白石不二雄，長洞真一郎，

佐久間隆，渡邉英治，熊谷貴美代，今津佳子，池盛文数，

吉田篤史，岡山安幸，茶屋典仁，大森清美，門上希和夫，

矢島博文，後藤純雄，白石寛明，鈴木規之：国内11地点に

おける大気中変異原性物質の分布と PAH の寄与率，第 19

回環境化学討論会，P668（2010） 

2) 池盛文数，山神真紀子，久恒邦裕，三原利之，戸塚ゆ加

里，渡辺徹志：2010年春季の名古屋における TSPおよび

PM2.5の水溶性成分について．第 27回エアロゾル科学・技

術研究討論会，P61（2010） 

3) 渡辺徹志，秋山雅行，嵐谷奎一，池盛文数，稲葉洋平，

穀内修，世良暢之，出口雄也，戸野倉賢一，鳥羽陽，長谷井

友尋，船坂邦弘：大気粉塵の生物活性，化学成分の季節変動

並びに大陸からの長距離輸送の影響，第51回大気環境学会年

会，P375（2010） 

4) 池盛文数，秋山雅行，嵐谷奎一，稲葉洋平，穀内修，世

良暢之，出口雄也，戸野倉賢一，鳥羽陽，長谷井友尋，船坂

邦弘，渡辺徹志：大気粉塵の炭素成分の季節変動並びに大陸

からの長距離輸送の影響，第51回大気環境学会年会，P376

（2010） 

5) 穀内修，秋山雅行，嵐谷奎一，池盛文数，稲葉洋平，片

岡洋行，岸川直哉，世良暢之，出口雄也，戸野倉賢一，鳥羽

陽，船坂邦弘，山口孝子，洞﨑和徳，長谷井友尋，渡辺徹志：

大気粉塵の生物活性，化学成分の季節変動並びに大陸からの

長距離輸送の影響，第60回日本薬学会近畿支部総会・大会

（2010） 

6) 穀内修，秋山雅行，嵐谷奎一，池盛文数，稲葉洋平，片

岡洋行，岸川直哉，世良暢之，出口雄也，戸野倉賢一，鳥羽

陽，船坂邦弘，山口孝子，洞﨑和徳，長谷井友尋，渡辺徹志：

大気粉塵の生物活性，化学成分の季節変動並びに大陸からの

長距離輸送の影響，日本環境変異原学会第39回大会，P130

（2010） 

7) 中島大介，影山志保，鎌田亮，白石不二雄，永洞真一郎，

佐久間隆，渡邉英治，熊谷貴美代，今津佳子，池盛文数，吉

田篤史，岡山安幸，茶屋典仁，大森清美，門上希和夫，矢島

博文，王青躍，後藤純雄，白石寛明，鈴木規之：国内11地点

における大気中ベンゾ[a]ピレンの変異原性への寄与率，日本

環境変異原学会第39回大会，P132（2010） 

8) 影山志保，中島大介，鎌田亮，白石不二雄，永洞真一郎，

佐久間隆，渡邊英治，熊谷貴美代，今津佳子，池盛文数，吉

田篤史，岡山安幸，茶屋典仁，矢島博文，王青躍，後藤純雄，

白石寛明，鈴木規之：国内11地点で採取した大気浮遊粉じん

の変異原性及び遺伝毒性：日韓環境化学シンポジウム（2010） 

 

大気粉じん中の炭素成分の発生源推定に関する研究 

［期間］平成21～23年度 

［目的］大気粉じんや，PM2.5に含まれる放射性炭素を測定

することにより，炭素成分の発生源に関して，化石燃料起

源と植物起源の寄与を推定することを目的とする． 

［内容］名古屋大学年代測定総合研究センターとの共同研

究により行った．平成22年度は，粉塵の採取及び，粉塵を

捕集したろ紙から試料調製を行い放射性炭素の測定を行っ

た． 

研究結果の発表は以下のとおりである． 

1) 池盛文数，山神真紀子：名古屋市における PM2.5の全炭

素中

14C，第51回大気環境学会年会，P438（2010） 

2) 本庄浩司，中村俊夫，池盛文数，山神真紀子：名古屋市

における大気粉塵中の

14C濃度，日本地球化学会第57回年

会（2010） 

3) 池盛文数，山神真紀子，本庄浩司，中村俊夫：名古屋市

における微小粒子状物質（PM2.5）の
14C，第23 回（2010 年

度）名古屋大学年代測定総合研究センターシンポジウム

（2011） 

4) 池盛文数，山神真紀子：

14CによるPM2.5中炭素の起源推

定，第25回全国環境研協議会東海・近畿・北陸支部 支部

研究会（2011） 

 

ＰＭ
2.5
中の成分と健康影響に関する研究 

［期間］平成22～23年度 

［目的］これまでの疫学調査では，粒子状物質が死亡に

与える影響の大きさには地域差が見られている．その地

域差は，粒子状物質の成分組成が関係している可能性が

ある．そこで，名古屋市で測定したPM2.5中の成分と健康

影響指標（外因を除く全死亡，循環器疾患死亡，呼吸器

疾患死亡）との関連について，国立環境研究所と共同で
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解析を行う． 

［内容］PM2.5中の硫酸イオン(SO4
2-
)と呼吸器疾患死亡と

の間に正の関連が認められた．また，全死亡と呼吸器疾

患死亡では，有意ではないものの，元素状炭素(EC), 有

機炭素(OC)との間に正の関連が認められた． 

研究結果の発表は以下のとおりである． 

1) 上田佳代，山神真紀子，池盛文数，久恒邦裕，新田裕史：

PM2.5各成分が死亡に及ぼす影響評価，第52回大気環境学

会年会講演要旨集，P298（2011） 

 

緑化によるヒートアイランド緩和効果の評価に関す

る研究 

［期間］平成22～24年度 

［目的］住みよい街作りのための課題の一つに，都市の温暖

化（ヒートアイランド）がある．この緩和策の一つとして，

緑被率の向上が進められている．本研究は植物等による緩和

効果を定量化し，ヒートアイランド対策効果を推定するもの

である． 

［内容］熱田神宮で夏季の調査を行い，地表面や植物の状況

の違いによる気温，黒球温度，地表面温度データを収集した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境騒音・自動車騒音測定における異常値の影響を取

り除く方法に関する研究 

［期間］平成22～24年度 

［目的］環境騒音および自動車騒音の常時監視では，自動

測定機を用いて長期間の測定を行っている．その測定中に

たまたま発生した大きな騒音などは，異常値として除去し

て，その場所の代表的な騒音の評価値を求める必要がある．

その方法として統計的な検定方法がいくつか提案されてい

るが，その有効性は充分に検証されているとは言えない．

本市では，平成21年度に市内180地点余りで環境騒音の実

態監視を行っている．そこで，これらの膨大なデータを用

いて，異常値を除去する方法の解析を行い，有効な方法の

確立を図るものである． 

［内容］平成22年度は，約90地点の環境騒音実態監視の

データを用いて解析を行った． 

 

高架道路・高架鉄道からの水平振動に関する調査 

［期間］平成22～23年度 

［目的］高架道路を大型車が通る時や高架鉄道を列車が通過

する際に発生する水平振動が，付近の建物に影響（安眠妨害）

を与えていると考えられる事例が，近年，名古屋で出てきて

いる．公害振動は，鉛直方向（Z方向）の振動について規制

がされており，水平方向（XY 方向）の振動は対象外である．

そのため，水平振動が建物や人に与える影響等についての調

査はあまり行われていない．また，発生源で起きた振動は，

減衰しながら地盤を伝搬していくが，建物内に伝わると家屋

増幅して大きくなる傾向がある．そこで，高架道路や高架鉄

道とその周辺の地盤や建物において水平振動調査を行い，振

動の伝搬特性や周波数特性を解析し建物への影響を調べる

ことを目的とする．  

［内容］平成22年度は，高架道路と周辺地盤の水平振動を

測定した．高架道路からの交通振動は，水平方向に比べ垂

直方向が大きく，その主成分は12.5Hzでジョイント部通過

時に卓越する傾向がみられた．また，一部で水平振動

3.15Hz成分が垂直振動の同成分より大きくなる傾向がみ

られた． 
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河川におけるＶＯＣ浄化技術の研究 

［期 間］平成21～23年度 

［目 的］名古屋市内の土壌・地下水汚染の中には，VOC（揮

発性有機化合物）に汚染された地下水が隣接河川の底質から

浸出し，河川の環境汚染を引き起こしている事例が存在する．

本研究では，河川への汚染拡散防止と地下水浄化の両方を目

的に，底質中の分解微生物による汚染地下水の原位置処理を

検討する． 

［内 容］名古屋大学エコトピア科学研究所や国立環境研究

所との共同研究により，現場の河川底質にはVOCの脱塩素化

が可能な嫌気微生物群が生息しており，汚染を引き起こして

いるVOCの多くが脱塩素化されて無害になることが確かめ

られている．そこで平成21年度より，当底質を用いた実験装

置を河川脇に設置し，実際の汚染地下水を揚水し浄化する実

証実験を行った． 

 前年度に引き続き22年度も，断続的ではあるが年間を通

して測定を行った結果，地下水環境基準を上回る高濃度の

VOCの大半が分解除去され，一定の処理効果のあることが

認められた．また，開始後2年近くを経過しても，底質の

分解活性が維持されていることも明らかとなった． 

 

残留性有機汚染物質に関する調査研究 

［期間］平成22～24年度 

［目的］PCB，ダイオキシン等12物質については，環境残留

性，生物蓄積性，人や生物への毒性が高く，長距離移動性が

懸念されるため，残留性有機汚染物質に関するストックホルム

条約（POPs条約）により，製造及び使用の廃絶，排出の削減，

含有廃棄物等の適正処理等が規定されている．新たにペンタ

ブロモジフェニルエーテル，ペルフルオロオクタンスルホン

酸（PFOS）などが追加された．その主要な物質について測定

法を開発し，市内の環境状況を調査するものである． 

［内容］ポリ臭素化ジフェニルエーテル(PBDEs）および代

替品のヘキサブロモシクロドデカン（HBCD），有機ふっ素

化合物のペルフロオロオクタンスルホン酸(PFOS)とその類

縁化合物ペルフロオロオクタン酸(PFOA)等について，環境

試料の測定を行う．また化学分析の補完法としてバイオアッ

セイ（生物学的毒性試験）の検討を行う． 

 平成22年度はPBDE，HBCDについては名古屋市内河川

や名古屋港の底質の濃度分布および柱状試料を測定した．

PBDE，HBCDともに名古屋市内および名古屋港内広域にわ

たって分布しており，高濃度地点も存在した．また柱状試料

を測定した結果，使用量に応じた汚染状況が確認された．

HBCD に関しては，市内河川水中の濃度分布も測定し，底

質試料が高濃度の地点においては，河川水も高濃度で検出さ

れた．PFOSについては生物試料のサンプリングを行うとと

もに，市内河川水の測定を行った（国立環境研究所との共同

研究）． 

研究結果については，環境化学討論会，水環境学会シンポ

ジウム，水環境学会年会，全環研東海近畿北陸支部・支部研

究会で口頭およびポスターにて6題の発表を行った．主要な

ものを以下に示す． 

1) 山守英朋他：In vitro バイオアッセイを用いる河川水

の曝露モニタリングに関する基礎的研究－その2：全国

河川水試料の年変動（2年間の比較）－，第19回環境化

学討論会（2010） 

2) 長谷川瞳，渡辺正敏他：名古屋港及び伊勢湾における表

層・柱状堆積物中の臭素系難燃剤の分布，第19回環境化学

討論会（2010） 

3) 長谷川瞳他：名古屋港における臭素系難燃剤の濃度分布

と堆積物特性，第45回日本水環境学会年会(2011) 

 

地球温暖化がもたらす海域の水質変化とその適応策

に関する研究 

［期間］平成22年度 

［目的］水温および環境基準項目のデータを活用して地球

温暖化の沿岸域水環境に対する影響・兆候を全国レベルで

検出し，脆弱性（気温・水温と水質・生態系影響の関係な

ど），リスク（地域社会，産業，健康等に及ぼす影響）を解

析し，それらの結果を基に将来予測を行い，水環境保全上

効果的な適応策を検討するために必要な科学的知見を集積

する． 

［内容］平成22年度は，公共用水域の水質常時監視を実施

する際に測定している水温データについて重回帰分析を行

い，名古屋港の水温変動の解析を行った． 

本研究は，地方公共団体環境研究機関等と国立環境研究

所との共同研究の一部として行った． 

 

富栄養化河川における生態系の持続的管理手法に関

する研究 

［期間］平成22～24年度 

［目的］名古屋市内には，戸田川など，滞留時間が長く，

富栄養化による二次汚染の影響を受けて，水質悪化が問題

となっている河川がある．そのような河川の水質改善の手

法の一つとして，湖沼で行われたことのある生態系の持続

的管理手法の適用可能性を検討する． 

［内容］平成22年度は，内部生産の把握手法，生態系にお

ける競争関係の定量化手法，生態系と水質との関係の定量

化手法について情報収集を行った． 
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なお，本研究は，地方公共団体環境研究機関等と国立環

境研究所との共同研究「湖沼生態系の持続的管理手法の開

発に関する研究」の一部として行った． 

 

水辺地域の生物の多様性に関する研究 

［期間］平成20～22年度 

［目的］地域における生物多様性を考える場合，水辺は，

多様性を支える重要な構成要素である．それと同時に，絶

滅危惧種の割合が特に高いなど，最も多様性の危機に瀕し

ている場所でもある．市域に残されているため池とその周

辺は，多様な生き物のすみかとして，河川や海辺とならん

で生物多様性にとって貴重な水辺である． 

本調査研究では，立地条件や護岸の形状，利用形態，水

生植物の有無など，タイプの異なるため池の水生生物と周

辺地域の昆虫類の生息状況を調べ，生物多様性に及ぼす要

因を解明して，生物多様性の保全に有効なため池の管理手

法等に関する知見を得ることを目的とする． 

［内容］平成 22 年度は，20 年度，21 年度に調査した 10

のため池（守山区東禅寺上池，雨池，平池，大池，名東区

塚ノ杁池，デッチョ池，千種区茶屋ヶ坂池，昭和区隼人池，

緑区蝮池，神沢池）とその周辺について，生息する生物種

に関する追加調査を行った．チョウ類・トンボ類について

池ごとの違いをみると，東禅寺上池；チョウ9種・トンボ

20種（以下同様），雨池；9種・8種，平池； 7種・14種，

大池；10種・11種，塚ノ杁池；30種・23種，デッチョ池；

7種・7種，茶屋ヶ坂池；8種・9種，隼人池；9種・6種，

蝮池；11種・8種，神沢池；11種・13種という結果であっ

た．チョウ類は突出して多種が見られた塚ノ杁池を除くと

池による差は少なかった．トンボ類は6～23種と池によっ

て種数に大きな隔たりが認められた．トンボ類の多様性の

違いには，水生植物の量や池周辺の環境，護岸の形態など

が大きく影響していることが示唆された． 

 

生物多様性の保全に関する研究（市内希少生物種の

保全） 

［期間］平成22～23年度 

［目的］レッドデータブックなごやの作成や名古屋市版レ

ッドリストの改訂作業を通じて，市内における絶滅のおそ

れのある動植物種の生息・生育状況がわかってきた．改訂

された「名古屋市版レッドリスト2010」には，601種が掲

載された．これらが絶滅に追い込まれないよう保全策を講

ずることは，地域の生物多様性の保全にとって重要と考え

られる．本研究では，市内に生息する絶滅危惧種の個体

数・生息（生育）場所・分布範囲などの現状を調査すると

ともに，遺伝子解析等により遺伝的多様性を明らかにして，

これらの情報からより適切な保全策を検討することを目

的とする． 

［内容］平成22年度は，ともに東海丘陵要素で絶滅危惧種

のシデコブシ，マメナシの現状把握調査や庄内川・新川河

口周辺の底生生物調査，守山区の湧水地域の生物や水質の

調査などを行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


